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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  総合政策部 財政課 

 

2 監査の期間  令和 3年 12月  1日から 

令和 3年 12月 28日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 3年 10月末日現在)における財政課の所管に係

る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施した。 

 

4 監査の結果 

財政課は 3 係を擁し、参事 1 人、参事補 3人、主査 7 人、主任 1 人、再任用職員 1

人の合計 13人の職員で構成されている。 

各係の主な分掌事務は、財政係は、予算の編成・統制及び配当、予算の流用及び予備

費の補充、収入及び支出命令の事前審査、市債、地方交付税、資金計画、財政状況の公

表、決算統計に関すること等。 

契約係は、工事・物品の指名登録、入札及び契約、物品の購入及び修繕、検収、公契約

条例に関すること等。 

公用車管理係は、公用車の集中管理、公用車両の整備管理、直方いこいの村賃貸借及

び維持管理、全国市有物件災害共済会等の保険業務、管財事務協議会に関すること等で

あり、これらの事務事業を執行されている。 

 



 (1) 予算の執行状況等 

歳入は、予算現額 119 億 8,493 万 5,000 円に対し、調定額 66 億 702 万 1,269

円で、収入済額も同額の 66億 702万 1,269円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 55.13％、調定額に対する収入済額の比率は 

100％である。 

歳出は､予算現額 20 億 5,790 万 3,000 円に対し、支出済額 9 億 8,363 万 2,943

円で､執行率は 47.80％となっている。 

財政課が、令和 3年 4月 1日から令和 3年 10月末日までの間に実施した主な事務事

業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

歳入の主なものは、財政係では、地方交付税 37億 2,435万 5,000円、地方消費税

交付金 7億 2,434万 2,000円、地方特例交付金 6,466万 4,000円、地方譲与税 5,835

万 6,000円(自動車重量譲与税 4,014 万 9,000円、地方揮発油譲与税 1,570万円、

森林環境譲与税 303万 7,000円)、法人事業税交付金 4,198万 9,000円、繰越明許費

では、繰越金の前年度繰越金で 3,962万 6,000円、逓次繰越費では、繰越金の前年度

繰越金で 6億 3,668万円等が収入されている。 

その中で、地方交付税の推移をみると、令和 2 年度決算額は 57 億 4,965 万 3,000

円で、令和元年度と比較すると 1億 4,884万 3,000円が新型コロナウイルス対策の交

付金等で増加したものの、今年度の地方交付税は減額傾向にあると予測されている。 

最近 5ヵ年の地方交付税の収入状況は、次表のとおりである。 

 

地方交付税交付状況 

(令和 3年 10月末日現在)（単位：千円・％） 

区分 

 

年度 

基準財政 

需要額 

（Ａ） 

基準財政 

収入額 

（B） 

差引財源 

不足額 

（A）－（B） 

地方交付税

収入済額 

同左の内訳 歳 入決算

額 との収

入比 
普通交付税 特別交付税 

令和 3年度 11,120,446 6,230,835 4,889,611 3,724,355 3,724,355 0 － 

令和 2年度 11,262,420 6,440,388 4,822,032 5,749,653 4,883,239 866,414 16.0 

令和元年度 10,826,066 6,098,081 4,727,985 5,600,810 4,718,450 882,360 20.7 

平成 30年度 10,643,166 5,909,002 4,734,164 5,625,308 4,734,164 891,144 21.6 

平成 29年度 10,666,508 6,023,009 4,643,499 5,533,480 4,635,084 898,396 22.6 

 

なお、法人事業税交付金は、税制改革に伴い、市町村の法人住民税法人割額の減収分

の補てん措置として、県から市町村に交付する制度として創設された。また、令和元年

10月 1日に自動車取得税交付金が廃止され、環境性能割交付金が導入された。 



財政係の主な歳入状況 

(令和 3年 10月末日現在)（単位：円） 

      年 度 

区 分 
令和 3年度 令和 2年度 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 

地 方 譲 与 税 58,356,000 192,638,000 191,708,019 190,483,000 188,623,000 

法人事業税交付金 41,989,000 35,570,000 ― ― ― 

地方消費税交付金 724,342,000 1,254,922,000 1,032,906,000 1,057,576,000 1,051,720,000 

ゴルフ場利用税交付金 5,437,331 12,032,006 11,451,428 11,665,983 12,364,975 

環境性能割交付金 7,749,000 23,910,000 ― ― ― 

自動車取得税交付金 ― ― 48,208,469 72,350,000 69,205,000 

地方特例交付金 64,664,000 67,110,000 101,331,000 43,934,000 37,831,000 

地方交付税 3,724,355,000 5,749,653,000 5,600,810,000 5,625,308,000 5,533,480,000 

 

 歳出の主なものとしては、公債費では、償還金利子及び割引料で市債償還金 9 億

6,407万 2,613円（元金 9億 1,037万 9,574円、利子 5,369万 3,039円）、総務費

の総務管理費では、一般管理費の需用費で庁内コピー代 191 万 142 円等が支出されて

いる。 

市債については、令和 3年 10月末日の一般会計市債の借入現在高は、219億 4,490

万 7,000 円となっており、令和 2 年度決算における実質公債費比率は 5.5％、公債費

の歳出総額に占める割合は 5.6％となっている。今後は、現在着手している事業等の借

入れに係る償還に伴い公債費が増加に転じることや、公共施設の老朽化により施設更新

事業に伴う公債費の更なる増加が見込まれるところである。 

市債は他の財源と違い将来にわたってその元利償還の義務が生じることから、借入れ

については慎重に対処され、今後とも行財政改革を推進し、財政の健全化に一層努めら

れるよう期待するものである。 

最近 5ヵ年の公債費の支出状況は、次表のとおりである。  

 

公債費支出状況 

(令和 3年 10月末日現在)（単位：円・％） 

 区分 

年度 

歳出決算額 

支  出  額 

元 金 利 子 短期利子 公債諸費 計 

令和 3年度 ― 910,379,574 53,693,039       0   0 964,072,613 

令和 2年度 34,311,500,959 1,792,128,902 120,331,667 88,284  0 1,912,548,853 

令和元年度 26,709,284,211 1,714,711,732 135,734,813 396,861    0 1,850,843,406 

平成30年度 25,591,944,379 1,806,286,865 155,432,588 339,201   0 1,962,058,654 

平成29年度 24,325,244,469 1,883,191,768 179,167,324 313,248  0 2,062,672,340 



契約係では、歳入は、財産収入の財産売払収入で、物品売払収入の公用車売払い代金

359 万 4,970 円が収入され、歳出は、総務費の総務管理費では、役務費で塵芥車査定

料（3台分）3万 140円が支出されている。 

契約業務については、工事契約では、工事主管課からの入札発注依頼が 5月から 7月

に集中し、年度末にかけては竣工検査に伴う工事の成績評定通知書の発行業務等が集中

している。国も工期の平準化を推進しており、積極的に取り組む必要があるが地元調整

に時間を要するなど諸事情により苦慮している状況である。 

物品の購入においても、各課より調達依頼を受ける物品等は多種多様で、迅速な調達

を求められるため、事務処理には多大な時間を要している。新型コロナウイルスの影響

で調達困難な物品もあり、市場での需要を考慮しながら納期との調整に苦慮している。 

 今後も入札制度の適宜見直し・研究を行い、透明性の確保・公正な入札の実施、適正

な物品購入事務にむけて、更なる努力を望むものである。 

なお、建設工事及び物品購入契約件数は、次の各表のとおりである。 

 

建設工事契約件数 

(令和 3年 10月末日現在)（単位：件） 

登録件数 
工事内訳 

条件付一般 

競争入札 
指名競争入札 随意契約 計 

市内業者 市外業者 

176 955 

産業建設部 9 7 4 23 

他 部 5 27 1 30 

計 14 34 5 53 

 

物品購入契約件数 

(令和 3年 10月末日現在)（単位：件） 

区  分 備 品 原材料 印 刷 自動車 消耗品 記念品 計 

10万円以上 

20万円未満 
7 0 1 0 5 0 13 

20万円以上 21 0 1 3 18 1 44 

計 28 0 2 3 23 1 57 

 

公用車管理係では、主な歳入は、諸収入の雑入で、雑入の公用車広告掲載料 43万

8,600円、全国市有物件災害共済会共済金で、自動車損害共済災害共済金 23万 2,925

円等が収入されている。 

主な歳出は、総務費の総務管理費では、財産管理費の需用費で公用車燃料代 153 万

3,095円、公用車定期点検、車検整備等修繕料 129万 9,718円等、役務費の保険料で

建物総合損害共済基金分担金他 4件 915万 5,116円、また、手数料で直方いこいの村



定期報告のための建築・建築設備・防火設備検査手数料 205万 7,000円等が支出され

ている。   

公用車管理係が所管する公用車については、集中管理方式で管理されており、公用車

の効率的な活用が図られている。車両の整備について、道路運送車両法及び直方市車両

管理規則の規定に基づき、整備・点検を行っているが、公用車の事故については、接触

しても報告されず車両保険の摘要にならないケースもあり苦慮されている。 

車両の整備・点検の状況は次表のとおりである。 

 

車種別整備・点検の状況 

(令和 3年 10月末日現在)  

          区 分 

車  種 
車台数 点検台数 点検台数の内容 

普通乗用自動車 4台 5台 車検 1台、12ヶ月点検 2台、6ヶ月点検 2台 

小型乗用自動車 1台 1台 12ヶ月点検 1台 

普通貨物自動車 1台 2台 6ヶ月点検 1台、3ヶ月点検 1台 

小型貨物自動車 11台 12台 車検 4台、6ヶ月点検 8台 

普通特殊自動車 8台 9台 車検 3台、6ヶ月点検 6台 

軽乗用自動車 23台 26台 車検 1台、12ヶ月点検 9台、6ヶ月点検 16台 

軽貨物自動車 45台 52台 車検 20台、12ヶ月点検 12台、6ヶ月点検 20台 

大型特殊自動車 0台 0台  

小型特殊自動車 3台 4台 12ヶ月点検 2台、6ヶ月点検 2台 

マイクロバス 1台 2台 車検 1台、3ヶ月点検 1台 

合   計 97台 113台  

                              （消防車両除く） 

 

また、新型コロナウイルスの影響で直方いこいの村の運営会社が9月29日に廃業し、

借主からの契約解除の申し出となった。直方いこいの村は閉鎖となったが、いこいの村

基金での解体費の捻出は困難とされ、警察にパトロールの依頼はしているものの閉鎖後

のいたずらや放火等に課題を抱えている。   

次に財政課が所管している基金の令和 3年 10月末日の状況をみてみると、直方市財

政調整基金現在高は 30億 8,254万 4,883円、直方市減債基金現在高は 89万 6,286

円となっており、いずれも取り崩し額はなかった。 

 直方いこいの村施設整備基金は、前年度からの繰越金が 7,813万 1,597円、取崩し

額は 725万 7,753円で基金現在高は 7,087万 3,844円となっている。 

 



（2）経理事務の手続き等 

経理事務については、支出負担行為書、その他関係諸帳簿等照合検査の結果、い

ずれも符合していた。 

備品については、台帳と一致し概ね良好に管理されていた。 

 

（3）指摘事項について 

 次のような取り扱いが見受けられたので、適正に処理されたい。 

 

 

以上が、総合政策部財政課に関する定期監査の結果である。 

財政課は、地方自治法、地方財政法、地方交付税法、建設業法、公共工事の品質確保

の促進に関する法律、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律、道路運送

車両法その他関係法令に基づき、業務を執行されている。  

財務事務では、市債の借入及び償還、地方交付税の算定及び歳入、財政上の各種統計

や財政状況の公表、予算編成方針に基づき予算の編成・統制及び配当などの財政運営を

担っている。 

契約事務については、入札制度の透明性・公平性の確保を基本理念とし、直方市公契

約条例、直方市契約規則、直方市財務規則等に基づき工事契約や物品の調達等が行われ

ている。 

また、公用車の管理では、集中管理方式により管理されており、毎年 1台の公用車を

新車にし、年式の古い公用車を整理し、リース車両と併せて公用車の効率的な活用が図

られている。 

令和 2年度の決算は、全ての会計で黒字決算であった。歳入面では、交付税及び交付

金の増収及び減収補てん債の制度の拡大がなされたことにより、一般財源に改善が見ら

れた。歳出面では新型コロナウイルスの感染に伴う医療機関の受診控え等により、生活

保護費や国保・介護保険等における繰出金等や福祉・医療関連の支出が減少傾向であっ

たため、実質単年度収支は、約 8億 9千万円の黒字となった。また、汚泥再生処理セン

ター建設の完了が令和 3年度へ繰越となり補助金が令和 2年度に交付されたことも大き

な要因である。 

 財政状況が好転した理由は交付金の増収にあったが、令和3年度は、受診控えを理由

とした各種医療費の減額が反映され、新型コロナウイルス関連の交付金等も期待できな

い状況となっている。 

長期的にみても、人口減少による歳入の減少、社会保障の増大、公共施設の老朽化に

指摘項目 指摘の内容 指摘の根拠 監査委員意見 

文書事務について 供覧用紙を用いた回覧決
裁において、受理した文書
に受付印が漏れているもの
が多数見受けられた。 

直方市文書規程第11条第1号 

  文書担当課で仕分けされた
文書を受領したときは、速やか
に受付印を押印し、文書管理シ
ステムに所定の事項を記録し、
文書番号を記入するものとす
る。 

供覧用紙を用いた場合に
も、添付する書類に受付印
の押印が必要である。今後、
規定に沿った事務処理をさ
れたい。 



伴う維持改修費用の増加等が見込まれ、財政運営は将来的にも更に厳しくなるものと予

測されるところである。 

広告収入の拡充や企業版ふるさと納税の促進を図るなど自主財源の確保、公共サービ

スの利用料金の適正化を図るなどの歳入歳出の改善を期待したい。 

令和 4年度は、新たに策定された第 6次直方市総合計画に挙げる成果指標や事業の達

成に向けて実効性のある予算編成に取組むため、着手を明示した事業の実現や、枠配分

方式は継承するものの、事務事業評価による事業の見直しも提起されている。 

今後も「第 6次直方市総合計画」に提唱されている、持続的な行政運営を目指し、持

続可能なまちづくりの実現に向けて、財政の健全化を保ちながら、歳出入の改善や効果

的な総人件費の削減、公共施設等の適正管理などを進めつつ、並行して必要性の高い大

型事業にも積極的に投資していくことが重要となる。限られた経営資源を有効活用し、

施策の緊急度を的確に把握するとともに、効率的かつ効果的で健全な財政運営を推進さ

れ、市民のためのまちづくりになお一層努められるよう切に望むものである。 


